
平成21、22年度契約監視委員会指摘案件等フォローアップ（一者応札・応募） 資料６-２

凡例：

指摘事項（点検前の改善
点に対する評価、指摘が
ない場合はその理由）

指摘事項等に対する具体的
取組み

指摘事項（点検前の改善点
に対する評価、指摘がない
場合はその理由）

指摘事項等に対する具体的
取組み

1
電子出願ソフトに係る運
用支援業務

平成19年2月1日～
平成23年3月31日

富士通（株）
東京都港区東新橋1-
5-2
ｾﾝﾁｭﾘｰ･ﾘｰｼﾝｸﾞ･ｼｽﾃﾑ
(株)
東京都港区浜松町2-
4-1

「パソコン電子出願サーポー
トセンター」を開設し、相談受
付を行うとともに、Ｗｅｂサイト
を設置しホームページ提供
サービスに関し必要なコンテ
ンツ情報の提供、ダウンロー
ドサーバの保守、運用を実
施。

平成23年度に行われる次
期調達において、業務に
対応する知識を習得する
ための資料（電子出願ソフ
ト開発仕様書等）を提供す
るとともに、業務開始まで
の準備期間を十分確保す
る等、他者が参加できる条
件を整えること。

・電子出願ソフト開発標準
書・電子文書交換標準仕様
書等、業務に対応する知識
を取得するための資料を事
前に提供することを検討。
・業務の円滑な実施を可能と
すべく業務開始までの準備
期間を十分に確保するスケ
ジューリングとすることを検
討。

平成２２年１２月の契約で、電子出願ソ
フト開発標準書・電子文書交換標準仕
様書等、業務に対応する知識を取得
するための資料の提供及び事業開始
までの準備期間の確保（サービス事業
開始までの準備期間４ヶ月）といった
指摘事項を踏まえた改善等を行い、一
般競争入札（総合評価）を実施するも、
結果として一者応札。
【資料７－２、No５】

2
非特許文献のイメージ
データ作成に関するス
キャナ一式の賃貸借契約

平成19年6月21日
～平成23年9月30

日

ｷﾔﾉﾝﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞｼﾞｬﾊﾟﾝ
(株)
東京都港区港南2-16-
6
NTTﾌｧｲﾅﾝｽ(株)
東京都港区芝浦1-2-1

特許庁の審査官等が、拒絶
理由通知等と共に送付する
非特許文献のイメージデータ
の作成等のためのスキャナ
の賃貸借。

現在の方針に沿って仕様
書の条件等の要件緩和を
行うこと。

仕様書の条件等について要
件緩和を行う。

平成２３年８月の契約で、故障時の保
守対応の緩和等の仕様書の要件緩和
を行い、一般競争入札を実施。３者応
札。
［平成２３年度措置済み］

3
公開特許公報英文抄録
（ＰＡＪ）の作成事業

平成19年10月11日
～平成24年2月29

日

（財）日本特許情報機
構
東京都江東区東陽4-
1-7

公開特許公報（必要な図面を
含む）の要旨を英訳し、デー
タ化する作業。

仕様書の要件を緩和する
とともに、分割発注を行う
よう検討すること。

・特許審査等の知見要件の
緩和の検討。
・分割発注を検討。

平成２３年６月の契約で、翻訳者の要
件緩和といった仕様書の要件緩和、分
割発注及び事業者への一層の周知を
行い、一般競争入札を実施
○データ抽出
６者応札
○英語翻訳データ作成（Ａ～Ｈセクショ
ンに分割発注）
７～４者応札
［平成２３年度措置済み］

4
主要国特許明細書等和
文翻訳抄録の作成事業

平成19年10月11日
～平成24年2月29

日

（財）日本特許情報機
構
東京都江東区東陽4-
1-7

米国公開特許明細書、米国
特許明細書及び欧州公開特
許明細書について要約の作
成、翻訳しデータ化する作
業。

仕様書の要件を緩和する
とともに、分割発注を行う
よう検討すること。

・特許審査等の知見要件の
緩和の検討。
・分割発注を検討。

平成２３年６月の契約で、翻訳者の要
件緩和といった仕様書の要件緩和、分
割発注及び事業者への一層の周知を
行い、一般競争入札を実施。
○データ抽出
５者応札
○日本語翻訳データ作成（英語Ａ～Ｈ
セクション、独・仏語に分割発注）
２者応札
［平成２３年度措置済み］

項番 契約件名 契約期間 契約先 契約概要

平成２１年度契約監視委員会指摘
(平成２０年度契約）

平成２２年度契約監視員会指摘
（平成２１年度契約）

その後の状況

は、今回措置 は、既報告措置済み又は対象外化 は、継続検討案件
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平成21、22年度契約監視委員会指摘案件等フォローアップ（一者応札・応募） 資料６-２
凡例：

指摘事項（点検前の改善
点に対する評価、指摘が
ない場合はその理由）

指摘事項等に対する具体的
取組み

指摘事項（点検前の改善点
に対する評価、指摘がない
場合はその理由）

指摘事項等に対する具体的
取組み

項番 契約件名 契約期間 契約先 契約概要

平成２１年度契約監視委員会指摘
(平成２０年度契約）

平成２２年度契約監視員会指摘
（平成２１年度契約）

その後の状況

は、今回措置 は、既報告措置済み又は対象外化 は、継続検討案件

5
英語版Ｆターム解説書等
の作成事業

平成19年10月11日
～平成23年3月31

日

（財）日本特許情報機
構
東京都江東区東陽4-
1-7

特許検索用技術分類であるＦ
タームやＦＩのリスト、解説書
を翻訳し、電子データ化する
作業。

業務内容が十分に理解さ
れてない可能性があるとこ
ろ、案件名を変更するとと
もに、業務内容を明確に
伝えるよう努めること。ま
た、仕様書の要件緩和等
を検討すること。

・案件名の見直し等を行い、
内容の明確化を図る。
・特許審査等の知見要件の
緩和の検討。

平成２３年１１月契約で、翻訳者の要
件緩和といった仕様書の要件緩和、分
割発注及び事業者への一層の周知を
行い、一般競争入札を実施。
○データ編纂
４者応札
○英語翻訳データ作成
６者応札
［平成２３年度措置済み］

6
公報等の保管及び集配
業務

平成19年10月17日
～平成23年5月31

日

（株）ワンビシアーカイブ
ズ
東京都港区虎ノ門4-1-
28

印刷物を媒体として発行した
特許広報等を保管するととも
に、請求に応じ出納（配送）を
行う業務。

保管という業務の性質上、
新規応札には困難な面は
あるものの、一層の周知、
入札公告期間の十分な確
保及び配送業務の一部再
請負を可とする等の要件
緩和に努めること。

・一層の周知、入札公告期
間の十分な確保を検討
・配送業務の一部再請負を
可とする等の要件緩和を検
討

平成２３年４月契約で、配送業務の一
部再請負を可とする等の仕様書の要
件の緩和、複数年５年、入札公告期間
（１４日を４０日）の延長、事業者への
一層の周知を行い、一般競争入札を
実施。９者応札。
［平成２３年度措置済み］

7
包袋等の保管及び集配
送業務等

平成19年12月3日
～平成23年6月30

日

（株）ワンビシアーカイブ
ズ
東京都港区虎ノ門4-1-
28

当館が管理する包袋（書面出
願の書類を案件ごとにまとめ
たもの）等を保管するととも
に、請求に応じ出納（配送）を
行う業務。

保管という業務の性質上、
新規応札には困難な面は
あるものの、一層の周知、
入札公告期間の十分な確
保及び配送業務の一部再
請負を可とする等の要件
緩和に努めること。

・一層の周知、入札公告期
間の十分な確保を検討。
・配送業務の一部再請負を
可とする等の要件緩和を検
討。

平成２３年４月契約で、配送業務の一
部再請負を可とする等の仕様書の要
件緩和、複数年５年、入札公告期間
（１４日を４０日）の延長、事業者への
一層の周知を行うとともに、類似業務
と統合のうえ一般競争入札を実施。４
者応札。
［平成２３年度措置済み］

平成20年2月15日
～平成21年3月31

日

（財）工業所有権協力セ
ンター
東京都墨田区江東橋4
－26－5

出願人がＤＮＡ関連出願につ
いて提出した配列表を、特許
庁の検索システムにて検索
可能なデータフォーマットに加
工。

参加の意向を有していた
者の存在が認められると
ころ、案件の内容に特に
専門性は無いため、一層
の周知により応札者が複
数となる可能性があること
から、例えば公告期間の
十分な確保等に努めるこ
と。

一層の周知等を行う。

平成21年4月1日～
平成22年3月31日

（財）工業所有権協力セ
ンター
東京都江東区木場1-
2-15

出願人がＤＮＡ関連出願につ
いて提出した配列表を、特許
庁の検索システムにて検索
可能なデータフォーマットに加
工。

指摘事項なし

（理由）
措置済み。

－

DNA関連出願配列コード
データの加工

8

平成２１年度契約一者応札。
平成２２年度契約は、事業者への一層
の周知を行った結果、３者応札。
平成２３年度契約４者応札。
［平成２２年度措置・報告済み］
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平成21、22年度契約監視委員会指摘案件等フォローアップ（一者応札・応募） 資料６-２
凡例：

指摘事項（点検前の改善
点に対する評価、指摘が
ない場合はその理由）

指摘事項等に対する具体的
取組み

指摘事項（点検前の改善点
に対する評価、指摘がない
場合はその理由）

指摘事項等に対する具体的
取組み

項番 契約件名 契約期間 契約先 契約概要

平成２１年度契約監視委員会指摘
(平成２０年度契約）

平成２２年度契約監視員会指摘
（平成２１年度契約）

その後の状況

は、今回措置 は、既報告措置済み又は対象外化 は、継続検討案件

平成20年2月6日～
平成21年3月31日

研究機関等で、同データと
同等のものを利用している
例が無いか調べてはどう
か。

研究機関等で同データと同
等のものを利用している例
が無いか調べたが、現時点
で同等のものは見つかって
いない。

平成21年4月1日～
平成22年3月31日

指摘事項なし
（理由）
他の事業者の存在がないと
思われる。

－

平成20年4月1日～
平成21年3月31日

（株）レイテック
東京都千代田区神田
和泉町1-4-7

参加の意向を有していた
者の存在が認められると
ころ、案件の内容に特に
専門性は無いため、一層
の周知により応札者が複
数となる可能性があること
から、例えば公告期間の
十分な確保等に努めるこ
と。

・一層の周知及び公告期間
（18→24日)の十分な確保を
行う。

平成21年4月1日～
平成22年3月31日

（株）アスカ２１
東京都台東区上野公
園18-8

指摘事項なし

（理由）
措置済み。

－

11
開放特許情報等提供事
業

平成20年4月1日～
平成24年3月31日

（財）日本特許情報機
構
東京都江東区東陽4-
1-7

開放特許（特許流通）に関す
る情報を提供するデータベー
スの整備、開放特許用例集、
ニュースメール配信等の提
供。

平成22年度末で現行ス
キームでの事業は終了す
るので、その後の事業全
体について真に競争性を
確保するとの観点から検
討を実施すること。

平成22年度末（第2期中期目
標期間終了時）をもって現行
スキームでの事業は終了。
　なお、現事業終了後、仮に
何らかの形で開放特許情報
等の提供を実施する場合
は、以下を検討する。
①ノウハウの提供
②入札公告情報の周知
③入札仕様書及び評価観点
の改善
④総合評価における透明性
の向上
⑤立替負担の軽減

平成２３年９月の契約で、外部サーバ
の利用可、登録促進業務のノウハウ
の提供可といった仕様書の要件緩和、
事業者への一層の周知を行い、一般
競争入札（総合評価）を実施。２者応
札。
［平成２３年度措置済み］

10

平成２１年度契約一者応札。
※平成２１年度から件名を「核酸及び
アミノ酸配列情報データの利用」に変
更。
平成２２年度契約一者応札。
平成２３年度契約一者応札。
平成２４年度分契約について、平成２３
年１１月入札可能性調査を行った結
果、一者のみの登録で競争の余地が
ないことが確認されたため、随意契約
に移行予定。今後、定期的に見直しを
行う予定。
［平成２４年度措置予定］
【資料７－２、No１】

平成２１年度契約一者応札。
平成２２年度契約は、公告期間の延長
や事業者への一層の周知を行った結
果、４者応札。
平成２３年度契約も、５者応札。
［平成２２年度措置・報告済み］

意匠の審査・審判に必要な内
外国カタログの収集。

各国特許庁等に出願されたＤ
ＮＡ配列を含む案件データ及
び概要を収集した資料データ
の調達。

核酸及びアミノ酸配列情
報データ利用（ＧＥＮＥＳＥ
Ｑデータの利用）

9
インフォコム（株）
東京都渋谷区神宮前
2-34-17

内外国カタログ（新製品）
の収集
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平成21、22年度契約監視委員会指摘案件等フォローアップ（一者応札・応募） 資料６-２
凡例：

指摘事項（点検前の改善
点に対する評価、指摘が
ない場合はその理由）

指摘事項等に対する具体的
取組み

指摘事項（点検前の改善点
に対する評価、指摘がない
場合はその理由）

指摘事項等に対する具体的
取組み

項番 契約件名 契約期間 契約先 契約概要

平成２１年度契約監視委員会指摘
(平成２０年度契約）

平成２２年度契約監視員会指摘
（平成２１年度契約）

その後の状況

は、今回措置 は、既報告措置済み又は対象外化 は、継続検討案件

平成20年4月1日～
平成21年3月31日

公平性の高い合理的な仕
様にすることに努めるとと
もに、内容が明確となるよ
う案件名を変更すること。

・公平性の高い合理的な仕
様にすることを検討。
・明確な内容の案件名に変
更することを検討。

平成21年4月1日～
平成22年3月31日

指摘事項なし
（理由）
他の事業者の存在がないと
思われる。

－

13
特許電子図書館における
産業財産権情報の提供
サービス（企画公募）

平成20年9月1日～
平成23年12月28日

（財）日本特許情報機
構
東京都江東区東陽4-
1-7

日本及び外国の特許庁等が
発行した公報等を、インター
ネットを介して電子的に検索・
閲覧できるよう整備。

指摘事項なし

（理由）
次期調達（事業開始は平
成24年1月予定）におい
て、一般競争入札（総合評
価落札方式）に移行すべく
作業中であるところ、その
計画に従って実行するこ
と。

－

平成２２年１２月の契約で、平成２２年
４月に仕様要件検討のための意見募
集を実施し、事業実績を不問とするな
ど仕様書の要件緩和やサービス事業
開始までの準備期間を１３ヶ月とるな
どの改善を行い、一般競争入札（総合
評価）を実施したが、結果として一者応
札。
【資料７－２、No６】

14
マイクロフィルムの保管及
び出納業務

平成20年11月25日
～平成23年3月31

日

沼尻産業（株）
茨城県つくば市榎戸
783-12

マイクロフィルムを媒体として
発行された特許公報等を保
管するとともに請求に応じて
公開するため、出納（配送）を
行う業務。

保管という業務の性質上、
新規応札には困難な面は
あるものの、一層の周知、
入札公告期間の十分な確
保及び配送業務の一部再
請負を可とする等の要件
緩和に努めること。

・一層の周知及び公告期間
の十分な確保を検討。
・配送業務の一部再請負を
可とする等の要件緩和を検
討。

平成２３年４月の契約で、配送業務の
一部再請負を可とする等の仕様書の
要件緩和、複数年５年、入札公告期間
（１４日を４０日）の延長、事業者への
一層の周知を行い、一般競争入札を
実施。３者応札。
［平成２３年度措置済み］

15
工業所有権情報提供の
ための整理標準化データ
等の作成

平成20年10月1日
～平成23年7月31

日

（財）日本特許情報機
構
東京都江東区東陽4-
1-7

特許庁が保有するデータを、
特許情報提供事業者等への
提供に適した形式に「整理
（提供項目の重複及び未公
開情報の排除）」及び「標準
化（業者から顧客 への提供
に適した標準的フォーマット
へ変換）」する事業。

指摘事項なし

（理由）
膨大な作業量、システム開
発を考慮し、致し方ない点
もあり。準備期間の改善等
の改善案を承認。

－

平成２２年１２月の契約で、事業実績を
不問とするなど仕様書の要件緩和や
サービス事業開始までの準備期間を
８ヶ月とるなどの改善を行い、一般競
争入札（総合評価）を実施したが、結
果として１者応札。
【資料７－２、Ｎo４】

16
独立行政法人工業所有
権情報・研修館民間向け
研修運営業務

平成21年4月1日～
平成23年3月31日

（社）発明協会
東京都港区虎ノ門2-9-
14

当館で実施する民間向け研
修の運営業務。

指摘事項なし

（理由）
今後の実施の可否が不明
確。次回調達する場合は、
一層の周知を行うとの改善
案を承認。

－

平成２３年９月の契約で、講師候補の
提案業務を省くなど仕様書の要件緩
和、事業者への一層の周知を行い、一
般競争入札を実施。８者応札。
［平成２３年度措置済み］

平成２１年度契約一者応札。
平成２２年度契約一者応札。
※平成２２年度から「公開特許公報等
検索用フリーキーワードデータの購
入」と変更。
平成２３年度契約一者応札。
平成２４年度分契約について、平成２４
年２月入札可能性調査を行った結果、
一者のみの登録で競争の余地がない
ことが確認されたため、随意契約に移
行予定。今後、定期的に見直しを行う
予定。
［平成２４年度措置予定］
【資料７－２、No２】

公開特許公報等検索用フ
リーキーワードデータの
購入（パトリスフリーキー
ワードデータの購入）

12
（株）パトリス

東京都江東区塩浜2-
4-29

一般技術用語を用いて特許
公報等を検索できるキーワー
ドデータを調達。

4



平成21、22年度契約監視委員会指摘案件等フォローアップ（一者応札・応募） 資料６-２
凡例：

指摘事項（点検前の改善
点に対する評価、指摘が
ない場合はその理由）

指摘事項等に対する具体的
取組み

指摘事項（点検前の改善点
に対する評価、指摘がない
場合はその理由）

指摘事項等に対する具体的
取組み

項番 契約件名 契約期間 契約先 契約概要

平成２１年度契約監視委員会指摘
(平成２０年度契約）

平成２２年度契約監視員会指摘
（平成２１年度契約）

その後の状況

は、今回措置 は、既報告措置済み又は対象外化 は、継続検討案件

17
ＣＤ・ＤＶＤ－ＲＯＭ公報閲
覧用機器一式の賃貸借

平成21年4月9日～
平成25年5月31日

富士電機ＩＴソリューショ
ン（株）
東京都中央区八丁堀
2-20-8
東京ｾﾝﾁｭﾘｰ･ﾘｰｼﾝｸﾞ･
ｼｽﾃﾑ（株）
東京都港区浜松町2-
4-1

国内外の特許庁等が発行し
たＣＤ・ＤＶＤ公報を検索・閲
覧するための機器の調達。

指摘事項なし

（理由）
次回調達における仕様条
件の改善、一層の周知と
いった改善案を承認。

－

次期調達は、仕様書の要件緩和、公
告期間の延長、事業者への一層の周
知等の改善を図り２４年度以降入札を
行う予定。

18
特実検索用ＰＣ一式の賃
貸借及び保守等

平成21年4月17日
～平成25年9月30

日

（株）エヌ・ティ・ティ・
データ
東京都江東区豊洲3-
3-3

特許庁審査官が利用するも
のとほぼ同じＰＣによる閲覧
サービスの提供及び研修の
実施のための機器調達。

次回調達は、可能なら特許
庁と一括で調達できるよう
検討すべき。

検討の結果、特許庁とは賃
貸借期間等仕様条件が違う
こと、また調達規模について
も大きく違うことから単独での
調達を選択。

次期調達は、仕様書の要件緩和、事
業者への一層の周知等の改善を図り
２４年度以降入札を行う予定。

19
平成21年度国際特許流
通セミナー開催事業

平成21年4月20日
～平成22年3月31

日

（社）発明協会
東京都港区虎ノ門2-9-
14

特許流通・技術移転に関する
セミナーについての開催運営
業務。

一層の周知に努めること。 ２３年度からは事業廃止。
平成２３年度からは事業廃止。
［見直し対象外］
【資料７－２、No３】

20
平成21年度コース別語学
研修（通信教育型研修）

平成21年5月29日
～平成22年3月12

日

（株）アルク教育社
東京都千代区霞ヶ関3-
3-2　新霞ヶ関ビル19階

特許庁職員を対象に、外部
語学機関のプログラムに基づ
く語学研修。

指摘事項なし

（理由）
措置済み。

－
平成２２年度契約２者応募。
平成２３年度契約２者応募。
［平成２２年度措置・報告済み］

21
公報閲覧室内間仕切り等
設置工事

平成21年9月14日
～平成21年10月12

日

（株）サンクス
東京都江東区亀戸６－
４２－７

会議室設置のための間仕切
り設置工事。

指摘事項なし

（理由）
次回調達における一層の
周知を行うとの改善案を承
認。

－
平成２２年度、平成２３年度とも工事契
約実績なし。
［見直し対象外］

22
地域における自立的な特
許流通活動への支援策
に関する調査研究

平成21年9月14日
～平成22年3月17

日

アビームコンサルティン
グ（株）
東京都千代田区有楽
町１－10－１

特許流通に係る調査研究。

指摘事項なし

（理由）
次回調達における余裕を
もった調達スケジュールの
改善案を承認。

－

同内容の契約はないものの、平成２２
年度類似となる調査研究事業の契約
（４件）は、５～２者応札。
同じく平成２３年度契約（２件）は、４～
２者応札。
［平成２２年度措置・報告済み］
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